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10月 3日に本件特許権を取得した。Aは、本件特許権出願中の平成 8年 3月 26日、本件発明を構
成する技術の一部を用いた FS 床版工法を発表したところ、多数の新聞に取り上げられ、また、多
数の企業等から照会や資料請求があった。 
 原告X信用金庫は、平成9年 8月 19日、Aに対し本件債権3億 6000万円を貸し付け、同年9月
1 日、これを担保するため、A から、本件特許権を目的とする本件質権の設定を受けた。X は、同
月 2 日、特許庁長官に本件質権の設定登録を申請し、同月 3 日、受付番号第 3185 号として受け付
けられたが、後記のとおり、同年12月1日まで、その登録がされなかった。 
 Aは、本件質権の設定に先立つ平成9年8月31日、本件特許権を訴外Bに譲渡しており、Bは、
同年 9月 12 日、特許庁長官に本件特許権の移転登録を申請し、同月 16 日、受付番号第 3330 号と
して受け付けられ、同年 11月 17日、特許登録原簿の甲区欄にその登録がされた。又、Bは、平成
9 年 11 月、訴外 C に対し、本件特許権及び本件発明の関連発明 3 件に係る特許を受ける権利を、
代金4億円で譲渡した。Bと Cは、本件特許権等につき特許庁長官に特許権の移転登録を申請し、
平成9年 11月 27日、受付番号4295号、第4296号として受け付けられ、平成10年 2月 23日、特
許登録原簿の甲区欄にその登録がされた。 
 一方、本件質権設定登録については、平成9年12月1日、登録年月日をさかのぼって同年11月
17 日付で特許登録原簿の丁区欄に順位 1 番でその登録がされたが、その後、職権により、次の更
正登録がされた。「ア 職権更正 原因 平成 9 年 12 月 1 日 遺漏発見 質権の設定登録の追加
更正 登録年月日 平成 9年 12月 1日」「イ 職権更正 原因 平成 10年 5月 15日 遺漏発見 
順位1番に登録すべき職権更正 登録の追加更正登録年月日 平成10年5月15日」これに対して
Cは、平成 10年 5月、Xに対して本件質権設定登録の抹消登録手続を求める訴えを提起し、同年 7





 他方、Aは、平成10年 3月 23日、不渡りを出して銀行取引停止処分を受け、事実上倒産した。






て損害を被ったと主張して、被告 Y（国）に対し、国家賠償法 1 条 1 項に基づき、3 億 3000 万円
（内 3000 万円は弁護士費用）の損害賠償及び遅延損害金を求めたものである。Y は、特許庁の担





 (1) 第 1審である静岡地裁平成15年 6月 17日判決･金融・商事判例1181号 43頁は、次のとお
り判断し、Xの請求を1億8000万円の限度で認容すべきものとした。 










































済性及び市場性の観点からの位置付けについての検討を踏まえて評価すると、3 億 3000 万円という評価額が
得られ」、「いわゆる 25％ルールに基づいて、本件特許権を含む特許網について、……8250 万円という評価
額が得られる」。そして、「平成10年 3月ころ当時の事業収益の見込みにかかる本件特許権の特許網全体に
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